
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

43,767 43,767 43,767 43,767

震災等緊急雇用対応事
業（栄村）(雇用人数）

20 20 7 未達成
5,816,322 3,619,502 1,231,445

今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

緊急雇用創出基金事業は平成27年度で終了となるが、今年度活用できる「地域人づくり事業」等の実施により、最大限の雇用創出を図っ
ていくこととしたい。

 概算事業費（B（A）+C） 5,860,089 3,076,638 2,056,423 880,735

目標に対
する成果
の状況

被災地である栄村対象の２事業については計画より事業実施が少なかったため目標に届かなかった。起業支援型地域雇用創造事業は
わずかに下回ったものの概ね計画どおりであり、昨年度より開始した地域人づくり事業については、目標を上回ることができた。

概　算
人件費

5.30

18

5.30 5.30 5.30

250 297 293 未達成 ―
起業支援型雇用創
造事業（雇用人数）

3,032,871 2,012,656 836,968

生涯現役・全員参加・世代
継承型雇用創出事業(雇用
人数）

18 40 19 未達成

―

Aの
財源 3,860,000

2,142,010

144
合計（A) 6,002,010 3,032,871 2,012,656 836,968

補正予算 4,514,338 1,218,260 -562,194 地域人づくり事業
（雇用人数）

当初予算 1,487,672 1,814,611 2,574,850 836,968 目標 成果 達成状況

440 456 達成

合計 2,574,850 1,231,445 836,968

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度 26年度 27年度

成果目標・
事業内容

地域人づくり事業、起業支援型地域雇用創造事業及び栄村を対象とする雇用復興推進事業、震災等緊急雇用対応事業による雇用人
員858人:国の基準事業費による試算

（単位：千円）　

成果目標の達成状況

予
算
額

前年度繰越
項目

H25末
（実績）

Ｈ26 H27
目標

償還金 直接

H25までに事業終了したものについて、基金残額を国へ返還
・緊急雇用事業　H21～H24
・重点分野雇用創出事業　H22～H25
・ﾊﾟｰｿﾅﾙｻﾎﾟｰﾄﾓﾃﾞﾙ事業　H22～H23

0 387,806 0

基金運用益 直接 緊急雇用創出基金の運用益を積み立てる 1,541 1,540 1,027

震災等緊急雇用対応事業（栄
村）

補助金
東日本大震災及び長野県北部地震等の影響による失業者
に対する短期の雇用・就業機会の場を確保する事業を実施
する

56,740 18,549 0

生涯現役・全員参加・世代継
承型雇用創出事業

補助金
栄村が実施する「栄村復興推進事業」に要する費用を緊急雇
用創出基金を活用して補助する

100,000 92,904 59,813

起業支援型地域雇用創造事
業

委託・
補助金

著しく雇用情勢が厳しい地域において、起業後１０年以内の
企業、ＮＰＯ法人等を委託先として、地域に根ざした雇用創出
に資する事業を実施するとともに、委託先企業の成長等によ
り地域の安定的な雇用の受け皿を創出する

899,119 326,576 0

（予算案）

地域人づくり事業
委託・
補助金

女性、若者及び高齢者の活躍推進等を通じた雇用の拡大
と、賃金引上げ、非正規雇用労働者の正社員化等の処遇改
善を図るための事業を実施する

1,517,450 404,070 776,128

項目 実施方法 H26実施内容
H26 H27

（当初） (決算）

目指す姿

　緊急雇用創出基金を活用し、県及び市町村が地域の実情に応じた「人づくり」を支援するための雇用の拡大と処遇の改善を推進すると
ともに、起業後10年以内の企業、ＮＰＯ法人等を委託先として、地域に根ざした雇用創出に資する事業の実施と委託先企業の成長等によ
る地域の安定的な雇用の受け皿の創出を図る。
　さらに、震災被災地である栄村において、震災の影響による失業者に対する短期の雇用・就業機会の場を確保するとともに、生涯現役
で年齢にかかわりなく働き続けられる全員参加型・世代継承型の先導的な雇用復興を支援し、これらの者の生活の安定を図る。

現状
　平成25年度の長野県の有効求人倍率は0.8倍台で推移し、年度当初の0.83倍から９月には0.89倍に上昇しており、長野県の雇用情勢
は、「依然として厳しい状況にあるものの、持ち直しの動きがみられる」となっている。

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（その他）
【左記の説明、根拠法令等】

緊急雇用創出事業等実施要領により基金事業の実施主体は都道府県とされているため

県民との協働による実施： 検討中

２雇用の促進　３働きやすい労働環境づくりの推進 実施期間 H20 ～ H27

課・室 労働雇用課

総合５か
年計画

プロジェクト  E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
１－６　職業能力の開発と安心できる雇用・就業環境づくり
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